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経
本
日
、
は
で
論
討
ル
ネ
パ

展
の
後
今
、
義
意
と
果
効
の

つ
に
題
課
の
め
た
の
進
促
、
望

ク
ミ
ノ
ベ
ア
。
た
し
論
議
て
い

日
、
待
期
の
へ
略
戦
長
成
の
ス

壁
障
入
参
の
へ
場
市
本

よ
お

び

　

１

０
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を
ス
ネ
ジ
ビ
で
上
以
国
カ

業
事
ア
ケ
ス
ル

半
大
が

め
占
を

点
拠
造
製
は
に
本
日
、
今
。
る

を
ス
ネ
ジ
ビ
で
本
日
。
る
い
て

ス
シ
ト
ン
メ
ジ
ネ
マ
質
品
、
は

（
ム
テ

Ｓ
Ｍ
Ｑ

認
承
互
相
の
）

と
準
標
際
国
る
す
と
め
じ
は
を

の
査
審
器
機
療
医
、
性
合
整
の

格
価
還
償
、
化
速
迅
る
な
ら
さ

、
し
直
見
度
制
の

設
建

工
事
管直

見
の
務
義
置
設
の
者
任
責
理し

だ

。
た
し
話
と
」

　

予
は
サ
ク
ア
「
は
氏
原
笠
小

約
の
と
者
約
契
の
ど
な
率
利
定

で
形
る
守
て
全
を
束

15

に
前
年

合
統
営
経
を
命
生
体
団
本
日

と
業
企
大
や
所
議
会
工
商
、
し

を
盤
基
ス
ネ
ジ
ビ
な
固
強
う
い

。
た
し
持
維

た
し
差
根
に
域
地

で
ま
る
至
に
日
今
い
行
を
営
経

現
実
を
道
軌
長
成
な
的
期
長
の

。
る
い
て
し

　

は
に
め
た
す
促
を
資
投
日
対

市
る
き
で
待
期
を
長
成
が
本
日

の
へ
主
株
な
切
適
。
要
必
が
と

市
本
日
。
だ
様
同
も
元
還
益
利

駆
先
に
界
世
、
は
ら
か
場

利
金
低
超
、
化
齢
高
た
け

イ
バ
モ
、
応
対
の
へ

多
ど
な
化
ル
タ
ジ
デ
・
ル

る
き
で
が
と
こ
ぶ
学
を
く

。
た
べ
述
と
」
力
魅
も
の

　

内
対
「
は
氏
尾
深
、
に
ら
さ

因
要
る
い
て
げ
妨
を
資
投
接
直

を
題
問
の
場
市
働
労
、
て
し
と

接
直
の
り
な
か
。
い
た
し
摘
指

は
資
投

業
企
小
中

ま
始
て
し
と

は
本
日
、
が
る

業
企
小
中

参
が

そ
。
る
れ
わ
い
と
い
く
に
し
入

働
労
な
秀
優
、
て
し
と
因
原
の

が
者

業
企
小
中

く
に
り
ま
集
に。

る
あ
が
と
こ
い

国
米

名
有
の

割
の
り
な
か
は
生
業
卒
の
学
大

分
半
、
で
務
勤
業
企
小
中
が
合

る
い
て
し
験
経
を
職
転
が
上
以

が
割
９
は
合
場
の
本
日
、
に
の

職
転
、
て
い
て
い
働
で
業
企
大

あ
が
査
調
う
い
と
い
な
い
て
し

が
業
企
い
し
新
は
で
本
日
。
る

な
き
で
保
確
を
材
人
か
な
か
な

。
た
し
摘
指
と
」
い

　

進
の
業
企
系
資
外
の
へ
本
日

、
は
出
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・
シ

、
の
の

09

上
り
売
、
は
降
以
年

に
向
傾
復
回
に
も
と
用
雇
・
げ

。
る
あ

　

間
の
こ
、
と
る
見
に
別
業
産

る
い
て
し
や
増
を
用
雇
く
き
大

の
そ
、
業
売
小
、
業
売
卸
は
の

増
も
出
進
の
業
険
保
融
金
、
業

。
る
い
て
し
加

　

、
と
る
見
に
別
態
形
出
進
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７
約
で
件
５
２
６
が
立
設
規
新

。
る
め
占
を
割

　

お
に
本
日
ば
れ
見
に
的
期
長

増
は
出
進
の
業
企
系
資
外
る
け

資
投
の
後
今
。
る
あ
に
向
傾
加

東
や
国
進
先
米
欧
、
は
で
致
誘

を
点
焦
に
ど
な
国
興
新
ア
ジ
ア

ワ
の
き
続
手
資
投
、
つ
つ
て
当

よ
お

び利
地
立
の
方
地
る
す
対
に
資
外

き
べ
う
行
を
上
向
の
性
便

だ
。

単独新規設立が 7割に

日本貿易振興機構
( ジェトロ )
アジア経済研究所
研究員
田中 清泰 氏

　

上
向
性
産
生
と
出
創
用
雇
、
は

リ
グ
に
特
。
る
あ
で
与
寄
の
へ

雇
の
業
企
系
資
外
、
く
き
大
は

６
９
９
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は
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年
６
０
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に
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。
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れ
さ

　

厳
が
ラ
ト
ス
リ
は
業
企
系
資
外

系
資
外
、
が
る
れ
わ
い
と
い
し

も
り
よ
業
企
内
国
が
方
の
業
企

い
は
と
る
い
て
し
減
削
を
用
雇

。
い
な
え

　

る
す
害
阻
を
資
投
接
直
日
対

い
て
れ
わ
い
く
よ
て
し
と
因
要

本
日
②
在
存
の
制
規
①
は
の
る

や
高
円
③
さ
高
の
率
税
効
実
の

本
日
⑤
い
違
の
語
言
④
金
賃
高

制
規
、
が
る
あ
で
ス
ン
ナ
バ
ガ

究
研
的
量
定
の
響
影
す
ぼ
及
が

ら
さ
、
く
な
が
積
蓄
な
分
十
は

る
あ
で
要
必
が
究
研
る
な

。

雇用創出と生産性に効果

ＲＩＥＴＩファカルティ
フェロー
慶應義塾大学産業
研究所教授
清田 耕造 氏

　

高
残
資
投
接
直
内
対
の
本
日

い
低
て
べ
比
と
国
進
先
の
他
は

、
で
方
一

14

投
接
直
日
対
の
年

見
を
向
傾
加
増
と
倍
３
約
比
年

件
案
資
投
の
型
大
、
り
お
て
せ

。
だ
い
次
相
も
表
公
の

　

魅
の
先
資
投
の
内
域
ア
ジ
ア

、
て
い
お
に
査
調
る
す
関
に
力11

中
で
目
項
の
て
全
は
で
度
年

13

度
年

と
点
拠
Ｄ
＆
Ｒ
が
本
日
は
で

日
の
て
し
と
先
資
投
。
る
い

関
の
業
企
国
外
る
す
対
に
本

。
る

　

た
の
進
促
資
投
接
直
日
対

革
改
度
制
制
規
は
府
政
、
め

積
、
と
化
強
力
品
商
る
よ
に

営
る
よ
に
動
活
致
誘
な
的
極

も
後
今

20

大
拡
資
投
接
直
日
対
、
て
し

。
い
た
き
い
て
げ
な
つ
に

規制改革と誘致強化を推進
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当

は
構
機

03

日
対
、
来
以
年

格
本
を
動
活
の
進
促
資
投
接
直

、
は
業
事
な
主
。
る
い
て
し
化

環
ス
ネ
ジ
ビ
の
本
日
た
じ
通

発
報
情
の
ど
な
度
制
援
支
・
境

　

の
こ

11

０
２
万
１
約
で
間
年

を
件
案
の
業
企
出
進
の
件
０
０

援
支

致
誘
の
件
６
３
１
１
、
し

。
た
し
功
成
に

州
欧
、
国
米

、つ
ず
１
の
分
３
ぼ
ほ
が
ア
ジ
ア

き
大
が
び
伸
の
ア
ジ
ア
、
が
だ

は
割
８
の
的
目
出
進
本
日
。
い

こ
、
り
あ
で
成
形
の
点
拠
売
販

る
す
中
集
が
地
立
に
京
東
が
れ

景
背

だ
。

　

な
が
道
王
は
に
致
誘
資
投

活
生
の
で
本
日
の
員
在
駐
、
く

サ
が
者
当
担
で
ま
げ
上
ち
立
の

資
投
接
直
日
対
、
て
け
続
を
力

。
る
い
て
め
努
に
進
促
の

個別に細かくサポート
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前田 茂樹 氏
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残
資
投
接
直
内
対
の
末
年

の
高

Ｐ
Ｄ
Ｇ

１
は
本
日
、
で
比

低
と
位
６
９
１
中
国
カ
９
９

れ
え
変
を
方
見
は
れ
こ
。
い

が
地
余
る
す
展
発
が
本
日
、
ば

う
い
と
る
い
て
れ
さ
残
く
き
大

、
で
中
の
そ
。
る
あ
も
で
と
こ

年
昨
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、
月

米

こ
く
置
に
浜
横
を
点
拠
発
開
究

報
朗
は
の
た
し
表
発
を
と

だ
。

　

趨
の
資
投
接
直
内
対
の
本
日

の
資
投
接
直
日
対
、
状
現
と
勢

課
と
果
成
の
力
努
の
で
ま
れ

方
の
増
倍
資
投
接
直
日
対
、
題

な
き
大
の
本
日
、
し
通
見
と
策

計
統
る
れ
さ
と
要
必
、
性
向
方

ほ
て
し
論
議
て
い
つ
に
備
整
の

。
い
し
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　日本への外国企業や資本
の呼び込みは成長戦略に欠
かせない。だが、対日直接
投資残高をみると、世界各
国に比べて見劣りする状態
が続いている。日本再興戦
略が掲げた「２０２０年の対
内直接投資残高を 12 年比
で倍増する」目標を達成す
るために何が必要か。産学
官の有識者が３月、東京都
内で議論した。


